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横浜市野島青少年研修センターの第５期指定管理者の選定にあたり、横浜市青少年施設指定

管理者選定評価委員会（以下、「選定委員会」という。）は、応募者から提出された応募書類の内

容審査や公開プレゼンテーション及びヒアリング審査を行い、応募者の評価を行いました。 

 このたび、審査が終了し、指定候補者を選定いたしましたので、ここに選定結果を報告します。 

 

 

１ 選定にあたっての評価の考え方 

（１） 選定方法 

① 応募書類の内容審査 

   ② 提案内容に基づくプレゼンテーション 

   ③ ヒアリング 

   ④ 応募団体の財務状況診断 

 

（２）応募者の資格の確認 

   公募要項に定める「応募者の資格」「欠格事項」について、該当のないことを確認しまし

た。 

 

（３）評価の方法 

   選定委員会では、公募要項において、あらかじめ定めた「評価基準項目」（別紙）に従っ

て、総合的に審査を行いました。 

なお、評価は、選定委員が１名欠席だったため、各委員 225点満点の計 900点満点（加減

点項目 100点含む）とし、最低基準は加減点項目を除く合計 800点の６割以上（480点）と

しました。 

 

２ 選定結果 

（１）応募団体 

   １団体から応募がありました。 

 

（２）選定結果 

   選定委員会において、厳正な審査を行った結果、次の団体を指定候補者と決定しました。 

 

順位 団体名 

指定候補者 野島青少年研修センター運営共同事業体 
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３ 得点 

項目 配点 
指定 

候補者 

１ 団体の状況 ８０ ６９ 

 (1) 団体の理念、基本方針及び財務状況等 ４０ ３５ 

(2) 応募理由 ４０ ３４ 

２ 職員配置・育成 ８０ ６５ 

 職員の確保、配置及び育成 ８０ ６５ 

３ 施設の管理運営 １８０ １５０ 

 (1) 建物及び設備の維持保全・管理、修繕等への取組 ４０ ３５ 

(2) 事故防止体制・緊急時（防犯）の対応 
６０ ４９ 

(3) 防災に対する取組 

(4) 利用者等のニーズ・要望・苦情への対応 ２０ １６ 

(5) 個人情報保護・情報公開 ２０ １６ 

(6) 環境への配慮、市内中小企業優先発注など、本市の重

要施策を踏まえた取組 
２０ １７ 

 (7) 人権尊重、性被害防止に関する取組 ２０ １７ 

４ 事業の企画・実施 ３４０ ２９２ 

 (1) 青少年指導者・育成者研修の支援 ８０ ７０ 

 (2) 体験学習プログラムの開発・提供 ８０ ６８ 

 (3) 学校教育機関・他の青少年施設・地域等との連携事業

の実施 
６０ ５４ 

 (4) 地域課題の解決や地域貢献に関する事業 ６０ ４９ 

 (5) 利用促進 ６０ ５１ 

５ 収支計画及び指定管理料 １２０ ８９ 

 (1) 利用料金等収入増への取組 ４０ ２８ 

 (2) 指定管理料の額 ４０ ３１ 

 (3) 施設の課題等に応じた費用配分 ４０ ３０ 

小計 ８００ ６６５ 

６ 加減点項目 １００ ４７ 

 

 

 

 

 

 

(1) 市内中小企業等であるか ２０  

(2) 本市重要施策を踏まえた応募団体の取組状況 ２０  

(3) 前期の管理運営の実績（現在の指定管理者のみ） 
－２０～ 

＋４０ 
３２ 

(4) 自主事業の実施 ２０ １５ 

合計点数 ９００ ７１２ 

※採点欄は、委員４名の合計点です。 
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３ 審査講評 

指定候補者については、現指定管理者である代表団体におけるこれまでの実績を踏まえ、目

標や成果を具体的に示しながら、前向きに施設運営に取り組む姿勢を評価します。また、施設

の特性を生かした事業展開や、多様な人材の確保・育成を見据えた提案がなされている点も評

価できます。 

今後は、共同事業体としての強みを十分に発揮できるよう、役割分担や指揮命令系統を明確

にするとともに、非常時における対応体制についても引き続き整理を図ることが期待されま

す。また、様々な方が安心して利用できるよう、施設で対応可能な配慮事項をホームページ等

で分かりやすく発信し、周知を図ることが期待されます。 

さらに、宿泊型教育施設として、様々な制度への対応や施設の老朽化を含む安全管理など、

本来業務以外にも求められる役割が増えていることから、行政とも連携しながら、安心・安全

な施設運営に引き続き取り組んでいただきたいと考えます。 

 

 

４ 指定候補者 選定の経過 

経過項目 日程 

◆第１回選定委員会（傍聴者なし） 

 １ 選定スケジュールについて 

 ２ 公募要項・業務の基準について 

令和８年６月 15日(月) 

公募書類の配布（ホームページにて公表） 
令和８年６月 25日(木)～ 

７月 31日(金) 

現地見学会兼公募説明会 
令和８年７月６日(月) 

（申込団体なし） 

公募に関する質問回答 令和８年７月 21日(火) 

応募書類の提出（１団体） 
令和８年７月 29日(水)～ 

７月 31日(金） 

◆第２回選定委員会（傍聴者なし） 

 １ 公開プレゼンテーション 

 ２ ヒアリング 

令和８年９月７日(月) 

 

 

５ 選定委員会 委員（50音順） 

  委員長 福田 幸男 横浜国立大学 名誉教授 

  委員  高城 芳之 特定非営利活動法人 アクションポ―ト横浜 代表理事 

      為崎 緑  中小企業診断士 

辻  弘枝 社会福祉士・認定心理士 

山﨑 直宏 横浜市青少年指導員連絡協議会 前副会長 
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（別紙） 

 横浜市野島青少年研修センター指定管理者評価基準 

項目 審査の視点（例） 配点 

１ 団体の状況 ２０ 

 
(1) 団体の理念、基本

方針及び財務状況

等 

・団体の理念、基本方針及び業務実績などが、公共性の高い

ものであり、公の施設の管理運営者としてふさわしいもの

であるか。 

・また、団体の財務状況は健全か。 

１０ 

 

(2) 応募理由 

・横浜市の施策や地域の特性、施設の設置目的を十分に理解

した妥当性・具体性がある応募理由であり、施設運営に熱

意が感じられるか。 

・施設運営について、明確な理念・方針が示されているか。 

・現在の青少年や青少年団体を取り巻く環境や課題を十分理

解しているか。 

１０ 

２ 職員配置・育成 ２０ 

 

職員の確保、配置及び

育成 

・建物及び設備の維持管理に必要な人員を確保し、配置する

計画となっているか。 

・職員の資質向上のための研修が計画されているか。 

・職員が自らの意欲に応じて主体的に学び、能力の向上を図

ることができる支援体制が整っているか。 

２０ 

３ 施設の管理運営 ４５ 

 
(1) 建物及び設備の 

維持保全・管理、 

修繕等への取組 

・施設の安全確保及び長寿命化の観点から、適切な修繕費予

算が確保され、発生した修繕に対し迅速に対応できる計画

となっているか、並びに適切かつ積極的な修繕計画となっ

ているか。 

１０ 
 

 (2) 事故防止体制・ 

緊急時（防犯）の 

対応 

・事件・事故の防止体制が適切か。 

・事故発生時、緊急時の対応、連絡体制などに具体性があり、

適切か。 
１５ 

 
(3)  防災に対する 

取組 

・横浜市防災計画等を踏まえ、公の施設としての役割を踏ま

えたものとなっているか。 

・日常的に、地域と連携した取組がなされているか。 

 (4) 利用者のニー 

ズ・要望・苦情へ 

の対応 

・利用者の意見、要望、苦情等の受け付け方法や、これらに

対する改善方法に具体性があるか。 
５ 

 (5)  個人情報保護・

情報公開  

・個人情報保護の取組に具体性があるか。情報公開への取 

組が適切であるか。 
５ 
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 (6) 環境への配慮、市

内中小企業優先

発注など、本市の

重要施策を踏ま

えた取組 

・ヨコハマプラ 5.3（ごみ）計画など横浜市の重要施策を踏

まえた、取組となっているか。 

・市中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえた取組となってい

るか。 

５ 

 

(7) 人権尊重、性被害

防止に関する取

組 

・人権尊重、男女共同参画推進など横浜市の重要施策を踏ま

えた、取組となっているか。 

・性被害防止の取組が具体的に示されているか。 

５ 

４ 事業の企画・実施 ８５ 

 
(1) 青少年指導者・育

成者研修の支援 

・青少年指導者・育成者研修の支援の必要性を十分理解して

いるか。 

・支援の手法について、具体的な提案があるか。  

２０ 

 

(2) 体験学習プログ

ラムの開発・提供  

・施設の特性を活かしたプログラムを検討しているか。 

・利用者のニーズに合ったプログラムを提供できるか。 

・利用者の安全を考慮したプログラム実施体制となっている

か。 

２０ 

 (3) 学校教育機関・他

の青少年施設・地

域等との連携事業

の実施  

・小中学校等への体験活動の場の提供が出来るか。 

・他の青少年施設、大学、企業や地域等との協働の取組が 

検討されているか。 

１５ 

 (4) 地域課題の解決

や地域貢献に関す

る事業 

・地域課題の解決や地域貢献活動が具体的に示されている

か。 
１５ 

 

(5) 利用促進 

・利用者数及び稼働率の向上に対し、効果的・具体的な取組

みとなっているか。 

・利用方法やプログラムの情報について、多様な市民に情報

提供できる手法を検討し、利用の促進を図っているか。 

１５ 

５ 収支計画及び指定管理料 ３０ 

 (1) 利用料金等収入

増への取組 

・利用料金等の収入計画が適切であり、増収策が具体的、効

果的であるか。 
１０ 

 

(2) 指定管理料の額 

・収支計画が適切であり、効率的な経費の執行による適切な

指定管理料となっているか。 

・施設の安定的な運営に資するよう、人件費、施設修繕費、

利用者サービス向上につながる経費等が適切に確保・配分

されているか。 

１０ 

 
(3) 施設の課題等に

応じた費用配分 

・施設の特性や課題に応じ、利用者サービスの向上や必要な

修繕等に対し、重点的かつ適切な費用配分となっている

か。 

１０ 

小  計 ２００ 
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６ 加減点項目 ２５ 

 

(1) 市内中小企業等

であるか 

市内中小企業等 

・市内中小企業 

・中小企業等協同組合法第３条に規定する事業協同組合、事

業協同小組合及び信用協同組合のうち、市内に住所を有す

る者 

・地域住民を主体とした施設の管理運営等のために、地域住

民を中心に設立された団体 

※共同事業体の場合は、代表団体が市内中小企業等であるこ

と。 

５ 

 

(2) 本市重要施策を

踏まえた応募団体

の取組状況 ※ 

障害者雇用率が法定雇用率を超える団体 ２ 

ワークライフバランス及び男女共同参画の推進 
 

・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策

定 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一

般事業主計画の策定 

・次世代育成支援対策推進法による認定、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する法律に基づく認定又はよこはまグッ

ドバランス企業の認定 

３ 
 

(１) 

 

(１) 

 

(１) 

 (3) 前期の管理運営

の実績 

（現在の指定管理者

のみ） 

・第三者評価の結果が優秀であり、要求水準を上回っていた

か。 

－５ 

～ 

＋１０ 

 

(4) 自主事業の実施 意欲的な自主事業（A 型又は B 型）の提案があるか。 ５ 

合計 ２２５ 

※ 財務状況の評価が著しく悪い場合は、選定から除外する場合があります。 

※ 指定候補者及び次点候補者となるためには、選定評価委員会の定める最低基準点（加減点項目

を除く評価基準項目について、委員１人あたりの持ち点を 200 点とし、委員会出席委員全員の

持ち点の６割以上）を満たすことが必要です。最低基準に満たない場合は、応募団体が１団体の

みであっても指定候補者として選定せず、再度公募を行います。 

 


